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はじめに

わが国においては少子・高齢化が進み生産年齢人口が減少する中で、就業構造や労働

市場の形態も大きく変わってきています。また、長期の経済状況の低迷が非正規労働者な

どの不安定労働者の増加や地域産業の空洞化等の要因となっています。 
そのため、アベノミクスでは「大胆な金融政策」、「機動的な財政政策」とならんで

「民間投資を喚起する成長戦略」が掲げられており、産業界、事業主団体、企業では今

まで以上に競争力を付けるための成長戦略が求められています。 
その一方で、食材や加工方法の偽装や宅配の輸送手順の不適切な対応等が全国で行わ

れていることが明らかになるなど、企業モラル意識の欠如が大きな社会問題となっていま

す。人々の健康や経済活動に被害をもたらす企業モラルの低下を防ぐために、仕事の体制

や仕事内容に関する基準づくりに関心が高まっています。 
このような仕事の体制や仕事内容の基準づくりを確立するためには、業界や自社にあ

った体制や基準を構築し、構築した体制や基準に基づき仕事ができる人材を育成する必要

がありますが、人材育成の実態は個々の企業により大きく異なっています。 
例えば、人材育成に積極的な大企業では、仕事内容の基準や社内評価制度を確立し、

その目標を達成するための研修などが計画的に行われています。また、労働者自らが能力

を向上するための支援制度などの環境づくりも試みられています。 
しかし、多くの中小企業では、人材育成の必要性を認識しながらも、仕事の内容を明

確化するノウハウや分析する時間がないことから人材育成の取り組みが遅れている状況で

あります。  
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（以下、「雇用支援機構」という。）

では、このような中小企業の人材育成の取り組みを支援するため、平成 11 年度から中小
企業等が属する産業団体や職業能力開発施設等と連携を図り、産業分野や業種毎に「仕事

の体系」の整備を進めているところです。 
本資料は、平成 11 年度に作成した建設機械・鉱山用機械製造業の「仕事の体系」につ

いて加筆修正を加え、建設機械製造業として作成したものです。建設機械製造業に携わる

業界団体や個別企業におかれましては、この体系を基に独自の「仕事の体系」を作成され

るなど、益々の人材育成環境を整えられることを期待します。 
また、整備された「仕事の体系」は、雇用支援機構の実施する各職業訓練コースの計

画・実施・見直しという一連の PDCA サイクルに基づいた職業訓練の質の保証や、職業
訓練全体の水準の維持・向上のための基本データにも利用しております。都道府県等の職

業能力開発施設等においても、本資料を建設機械製造業における人材育成に係る支援等の

際にご活用していただきますようお願いいたします。 
最後に、本調査研究を進めるにあたり、ご協力いただいた一般社団法人日本建設機械工

業会をはじめとする作業部会委員等に心より感謝を申し上げます。 
2014年 3月 

職業能力開発総合大学校基盤整備センター 
所長 徳留 光明
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